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１ 地方公会計とは 

 
地方公共団体の会計制度は、予算・決算という単年度の現金の出入りに主眼を置い

た制度を採用しています。この会計制度は、現金収支を明確にすることで、予算の適

正・確実な執行を図ることができるという利点がありますが、取得した資産の状況や

減価償却費など、現金以外の情報が蓄積されないという側面があります。 
そのため、毎年度の事業の積み重ねによって、どれだけの資産が形成され、どれだ

けの負債があるのか、また、行政サービスに要した正確なコストはいくらだったのか

といった情報が不足しています。これらを補うために、複式簿記・発生主義の考え方

を取り入れた財務書類を作成して、資産やコストの情報を総体的・一覧的に把握する

というのが、地方公会計の取り組みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

地方公会計 

財務書類 

決算書 

・現金収支の情報（歳入・歳出） 
・財産に関する調書 

複式簿記・発生主義の考え方 
・現金取引の複式仕訳変換 
・固定資産台帳に基づく減価償却費 
・退職手当引当金、賞与等引当金  など 

・行政サービスに要したフルコスト 
・資産、負債の状況 
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２ 財務書類の構成 

 
財務書類は、①貸借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、④資金収

支計算書の財務書類４表と附属明細書及び注記で構成されます。 
 
財務書類４表の相互関係は下表のとおりです。 
 

 
※ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。 
※ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 
※ 貸借対照表の「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高と対応します。 
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３ 財務書類の基本情報 

 
（１）財務書類作成の基準について 

 
「統一的な基準」により財務書類を作成しています。 

 
 
（２）財務書類作成の基準日 

 
財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）です。 
ただし、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末

の計数としています。 
 
 
（３）財務書類の表示金額単位 

 
財務書類の表示金額は、千円単位です。表示単位未満を四捨五入していますので、

合計金額が一致しない場合があります。 
なお、単位未満の計数があるときは「0」を表示し、計数がないときは「－」を表

示しています。 
 
 
（４）目的別明細書の区分について 

 
附属明細書の「有形固定資産の行政目的別明細」及び「行政コスト計算書に係る行

政目的別の明細」における目的別の区分と、決算書の目的別による分類との対照は下

表のとおりです。 
 

財務書類の目的別区分 決算書の目的別による分類 

生活インフラ・国土保全 土木費 

教育 教育費 

福祉 民生費 

環境衛生 衛生費 

産業振興 農林水産業費、労働費、商工費 

消防 消防費 

総務 総務費、その他 
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（５）財務書類の対象となる範囲 

 
財務書類は、一般会計等、全体、連結の３つの範囲があります。それぞれの財務書

類の範囲は下表のとおりです。 
 

会計、関係団体等 対象となる財務書類 

①一般会計等 

一般会計 

公共用地先行取得特別会計 

一般会計等

財務書類 

全体 

財務書類 

連結 

財務書類 

②
公
営
事
業
会
計 

公
営
企
業
会
計 

水道事業会計 

下水道特別会計（※） 

熊谷都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

駐車場事業特別会計 

 

そ
の
他 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

③一部事務組合・広域連合 

大里広域市町村圏組合 

（一般会計・介護保険特別会計） 

荒川北縁水防事務組合 

埼玉県後期高齢者医療広域連合 

  ④地方三公社 

熊谷市土地開発公社 

⑤第三セクター等 

熊谷市体育協会 

熊谷市文化振興財団 

大里地域勤労者福祉サービスセンター 

※ 下水道特別会計は、地方公営企業法の適用に向けた作業を行っていることから、平成３０年度は連

結対象外としています。 
※ 一部事務組合・広域連合は各構成団体の経費負担割合に基づく比例連結とし、その他の団体は全部

連結としています。 
※ 平成２９年度まで連結対象団体であった妻沼南河原環境施設組合は、組合解散により、平成３０年

度決算から除かれています。 
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４ 財務書類から読み取れること 

 

（単位：千円）

金　　額 金　　額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 238,424,669 固定負債 42,733,183

有形固定資産 223,706,149 地方債 31,197,431
事業用資産 94,597,847 長期未払金 9,483

土地 46,928,748 退職手当引当金 10,663,664
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 110,949,627 その他 862,605
建物減価償却累計額 △ 67,379,965 流動負債 6,891,851
工作物 9,296,335 １年内償還予定地方債 4,146,588
工作物減価償却累計額 △ 7,319,289 未払金 36,421
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 736,394
航空機 11,918 預り金 1,525,713
航空機減価償却累計額 △ 11,917 その他 446,735
その他 5,165,267 49,625,035
その他減価償却累計額 △ 3,082,287 【純資産の部】
建設仮勘定 39,411 固定資産等形成分 248,282,637

インフラ資産 126,711,723 余剰分（不足分） △ 43,067,314
土地 49,651,978
建物 3,432,282
建物減価償却累計額 △ 2,195,728
工作物 226,767,641
工作物減価償却累計額 △ 152,583,400
その他 84,210
その他減価償却累計額 △ 7,820
建設仮勘定 1,562,560

物品 6,414,022
物品減価償却累計額 △ 4,017,443

無形固定資産 266,121
ソフトウェア 266,121
その他 -

投資その他の資産 14,452,399
投資及び出資金 1,148,066

有価証券 62,950
出資金 1,085,116
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 1,117,938
長期貸付金 328,937
基金 11,942,498

減債基金 -
その他 11,942,498

その他 -
徴収不能引当金 △ 85,040

流動資産 16,415,689
現金預金 6,274,908
未収金 322,674
短期貸付金 43,046
基金 9,814,923

財政調整基金 9,467,648
減債基金 347,274

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 39,862 205,215,323

254,840,358 254,840,358

一般会計等貸借対照表
（平成３１年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目

資産合計

負債合計

純資産合計
負債及び純資産合計

③④ 

① 

②④ 

① 
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（１）貸借対照表 

 
貸借対照表とは 

貸借対照表は、基準日時点における、市の資産・負債・純資産の残高及び内訳を明

らかにする財務書類です。 
表の左側（借方）は、「資産の部」で、市がどのような資産を保有しているかを示

しています。 
表の右側（貸方）は、「負債の部」と「純資産の部」で、資産を形成している財源

を示しています。「負債の部」を将来世代の負担ととらえることができます。 
「資産の部」と「負債の部」は、１年基準により、固定と流動に分けて計上されて

います。 
 

貸借対照表からわかること 

 
区分 H30 H29 H28 計算式等 

①有形固定資産減価償却率 

（資産老朽化比率） 
65.4％ 64.0％ 62.7％ 

減価償却累計額÷取得価額 

（物品を除く） 

②市民一人当たり資産額 1,288,823円 1,288,569円 1,285,697円 資産合計÷住民基本台帳人口 

③市民一人当たり負債額 250,972 円 254,025 円 260,664 円 負債合計÷住民基本台帳人口 

④資産に対する負債の割合 19.5％ 19.7％ 20.3％ 負債合計÷資産合計 

※住民基本台帳人口 199,718 人（H29.1.1 現在） 
198,852 人（H30.1.1 現在） 
197,731 人（H31.1.1 現在） 

 

① 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を算出することにより、耐用年

数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを把握することができます。 

なお、耐用年数は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」によっています。 

老朽化の状況は資産ごとに異なりますので、耐用年数を経過した施設が直ちに使用

不能となるものではないことに留意が必要です。 

 
② 市民一人当たり資産額、③ 市民一人当たり負債額 

資産額・負債額を市民一人当たりにすることで、市の資産や負債の規模がわかりや

すくなるとともに、他団体との比較が容易になります。 
 

④ 資産に対する負債の割合 

将来世代が負担する額の状況を表します。この比率が高くなると、将来世代の負担

が重くなったと捉えることができます。  
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（単位：千円）

金　　　額

経常費用 60,120,508
業務費用 31,824,369

人件費 11,391,593
職員給与費 9,191,567
賞与等引当金繰入額 736,394
退職手当引当金繰入額 501,953
その他 961,678

物件費等 19,787,030
物件費 10,865,524
維持補修費 581,506
減価償却費 8,216,859
その他 123,141

その他の業務費用 645,745
支払利息 199,732
徴収不能引当金繰入額 104,197
その他 341,817

移転費用 28,296,139
補助金等 9,581,156
社会保障給付 13,059,050
他会計への繰出金 5,524,159
その他 131,775

経常収益 2,806,653
使用料及び手数料 820,475
その他 1,986,177

純経常行政コスト 57,313,855
臨時損失 119,907

災害復旧事業費 -
資産除売却損 118,001
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 1,906

臨時利益 19,211
資産売却益 19,211
その他 -

純行政コスト 57,414,552

一般会計等行政コスト計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

①② 
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（２）行政コスト計算書 

 
行政コスト計算書とは 

 
行政コスト計算書は、１年間の行政サービスの提供にかかったコストとその内容を

明らかにする財務書類です。 
経常的に発生する費用から受益者負担収益を差し引くことで「純経常行政コスト」

を算出します。さらに、臨時に発生した損失、利益を加味して「純行政コスト」を算

出します。 
 
 

行政コスト計算書からわかること 

 
区分 H30 H29 H28 計算式等 

①純行政コスト 約 574 億円 約 563 億円 約 566 億円 純行政コスト 

②市民一人当たり 

行政コスト 
290,367 円 283,171 円 283,263 円 純行政コスト÷住民基本台帳人口 

※住民基本台帳人口 199,718 人（H29.1.1 現在） 
198,852 人（H30.1.1 現在） 
197,731 人（H31.1.1 現在） 

 
①行政コスト 

費用には、発生主義の考え方により、減価償却費や引当金繰入額のように、現金支

出を伴わないものも含まれています。決算書では把握できない費用までを集計してい

る「フルコスト」です。 
 
② 市民一人当たり行政コスト 

行政コストを一人当たりにすることで、行政活動の効率性がわかりやすくなるとと

もに、他団体との比較が容易になります。 
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（単位：千円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 205,721,000 248,237,554 △ 42,516,554
純行政コスト（△） △ 57,414,552 △ 57,414,552
財源 55,657,382 55,657,382

税収等 41,789,842 41,789,842
国県等補助金 13,867,540 13,867,540

本年度差額 △ 1,757,170 △ 1,757,170
固定資産の変動（内部変動） △ 1,210,626 1,210,626

有形固定資産等の増加 5,185,384 △ 5,185,384
有形固定資産等の減少 △ 8,417,865 8,417,865
貸付金・基金等の増加 3,402,943 △ 3,402,943
貸付金・基金等の減少 △ 1,381,088 1,381,088

資産評価差額 - -
無償所管換等 1,255,710 1,255,710
内部取引 - -
その他 △ 4,217 △ 4,217
本年度純資産変動額 △ 505,677 45,084 △ 550,761

本年度末純資産残高 205,215,323 248,282,637 △ 43,067,314

一般会計等純資産変動計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

① 

② 

③ 
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（３）純資産変動計算書 

 
純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、１年間の純行政コストと市税や国県等補助金などの財源と対

比させ、コストを賄えているかを示すとともに、純資産の変動要因を表す財務書類で

す。 
貸借対照表の純資産の部の「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」の区分ご

とに集計されています。 
 
 
純資産変動計算書からわかること 

 

区分 H30 H29 H28 計算式等 

①本年度差額（合計） △1,757,170 千円 △637,888 千円 △1,632,746 千円 
表頭「合計」の上か

ら６行目 

②本年度純資産変動額 

 （合計） 
△505,677 千円 1,003,513 千円 △1,328,258 千円 

表頭「合計」の下か

ら２行目 

③固定資産等形成分の

変動 
45,084 千円 △1,936,112 千円 △3,232,088 千円 

表頭「固定資産等形

成分」の各行 

 
 
① 本年度差額、② 本年度純資産変動額 

「本年度差額」には、「純行政コスト」と「財源」との差し引きが計上され、さら

に「無償所管換等」などを加味した本年度の純資産の変動額が、「本年度純資産変動

額」に集計されます。 
平成３０年度においては、「減価償却費」などの費用を含めた「純行政コスト」が、

税収等の「財源」を超過し、純資産が減少しています。 
 
③ 固定資産等形成分の変動 

固定資産等形成分の変動の内訳が表示されています。 
平成３０年度においては、有形固定資産等は減少となったものの、貸付金・基金等

の増加により、固定資産等形成分は増加しています。 
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（単位：千円）

金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 52,215,913

業務費用支出 23,907,547
人件費支出 11,675,353
物件費等支出 11,591,218
支払利息支出 199,732
その他の支出 441,245

移転費用支出 28,308,366
補助金等支出 9,593,383
社会保障給付支出 13,059,050
他会計への繰出支出 5,524,159
その他の支出 131,775

業務収入 57,922,067
税収等収入 41,803,205
国県等補助金収入 13,197,559
使用料及び手数料収入 820,443
その他の収入 2,100,859

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 5,706,153
【投資活動収支】

投資活動支出 7,858,892
公共施設等整備費支出 4,561,320
基金積立金支出 2,235,550
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 1,062,022
その他の支出 -

投資活動収入 1,955,227
国県等補助金収入 669,981
基金取崩収入 77,166
貸付金元金回収収入 1,105,864
資産売却収入 102,216
その他の収入 -

投資活動収支 △ 5,903,665
【財務活動収支】

財務活動支出 4,749,800
地方債償還支出 4,376,828
その他の支出 372,972

財務活動収入 3,511,300
地方債発行収入 3,511,300
その他の収入 -

財務活動収支 △ 1,238,500
本年度資金収支額 △ 1,436,012
前年度末資金残高 6,185,208

本年度末資金残高 4,749,196

前年度末歳計外現金残高 1,509,994
本年度歳計外現金増減額 15,719
本年度末歳計外現金残高 1,525,713
本年度末現金預金残高 6,274,908

一般会計等資金収支計算書
自　平成３０年　４月　１日
至　平成３１年　３月３１日

科　　　　　　　　　目

① 

① 

① 

① 

① 
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（４）資金収支計算書 

 
資金収支計算書とは 

資金収支計算書は、１年間の現金の取引を３つの主要な活動に分類し、資金収支の

状況を明らかにする財務書類です。 
 
 
資金収支計算書からわかること 

 
区分 H30 H29 H28 計算式等 

①基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 
2,160,605千円 4,267,153千円 2,893,352千円 

業務活動収支（支払利息支出

を除く） 

＋投資活動収支（基金積立金

支出及び基金取崩収入を除く） 

 
 
① 基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

地方債の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを

示す指標です。 
平成３０年度は約 22 億円のプラスでした。行政サービスに係る歳出は、現在の税

収等の歳入で賄われています。 
 
② ３つの区分の収支バランスによる分析 

平成３０年度の３つの区分の収支バランスは、業務活動収支が約 57 億 1 千万円の

プラス、投資活動収支が約 59 億円のマイナス、財務活動収支が約 12 億 4 千万円のマ

イナスで、本年度資金収支額は約 14 億 4 千万円のマイナスでした。 
この本年度資金収支のマイナスを、前年度繰越金である前年度資金残高で補填して

いる資金収支構造となっています。 
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５ 他団体との比較 

 他団体の公表資料から比較分析を行います。本市は施行時特例市であることから、

類似団体として比較対象とするのは、全国の施行時特例市のうち統一的な基準による

財務書類（一般会計等）を公表している団体とします。また、各団体の公表の時期が

異なることから、比較分析には平成２９年度決算数値及び平成３０年１月１日現在の

住民基本台帳人口を使用します。 
 

（１）貸借対照表から比較 ①【市民一人当たりの資産額・負債額】 

市民一人当たりの資産額・負債額を組み合わせ、おおよその傾向を分析します。 

○全国の施行時特例市の平均を中心に取り、以下の４つに分類 
「大きい政府型」 ⇒資産も負債も多い 
「小さい政府型」 ⇒資産も負債も少ない 
「高資産低負担型」⇒資産は多く負債は少ない 
「低資産高負担型」⇒資産は少なく負債は多い 
 

この比較によると、施行時特例市の中では、本市は資産、負債ともに平均値を下回

っており、「小さい政府型」に分類されることがわかります。 
 

 

水戸市

つくば市

伊勢崎市太田市

熊谷市

所沢市

春日部市

草加市
平塚市

小田原市

茅ヶ崎市
厚木市

長岡市

上越市

松本市

沼津市

富士市

一宮市

春日井市

四日市市

岸和田市

吹田市

茨木市

加古川市
宝塚市

佐賀市

200

300

400

500

600

700

850 1050 1250 1450 1650 1850 2050 2250

市
民
一
人
当
た
り
の
負
債

市民一人当たりの資産

施行時特例市におけるマトリクス分析（H29貸借対照表より）

低資産高負担型 大きい政府型

高資産低負担型小さい政府型

平均値
資産 1,442千円

負債 360千円

 熊谷市 
  資産 1,289 千円 

  負債  254 千円 
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（２）貸借対照表から比較 ②【有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）】 

保有している償却資産の耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過したの

かを把握することができる指標である、有形固定資産減価償却率を比較します。 
 
  この比較によると、施行時特例市の中では、本市の保有する償却資産の減価償却

はやや進んでいると言え、今後、アセットマネジメントにおける老朽化対策や適正

管理が必要と認められます。 
  ただし、減価償却累計額の算定には「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」

による耐用年数を用いることを原則としているため、耐用年数を経過した施設が直

ちに使用不能となるものではないことに留意が必要です。 
 

 
 

※「有形固定資産減価償却率」の算出方法について 

今回の比較分析にあたっては、公表されている各団体の貸借対照表から数値を

抽出し、指標を算出しています。また、総務省の示す算定式に基づき、有形固定

資産から『物品』を除いています。そのため、各団体の公表する指標とは一致し

ない場合があります。 
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（３）行政コスト計算書から比較 【市民一人当たり行政コスト】 

行政活動の効率性を測るための指標となる行政コストですが、人口や面積等によ

り行政コストの規模は異なるため、ここでは、市民一人当たりの行政コストを算出

し比較分析を行います。 
 

  この比較によると、施行時特例市の中では、本市はおおむね平均的な行政コスト

であることが読み取れます。 
 

 

  
※「市民一人当たり行政コスト」の算出方法について 

今回の比較分析にあたっては、コストの発生要因（経常的に発生するものか、

臨時的に発生するものか）や使用料等の考え方が各団体で異なることを考慮し、

行政活動に係る経常的な経費の総額である『経常費用』を行政コストとしていま

す。そのため、各団体の公表する指標とは一致しない場合があります。 
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６ 勘定科目の内容 

 

（１）貸借対照表 

 

勘定科目 内容等 

【資産の部】  

固定資産 「有形固定資産」、「無形固定資産」及び「投資その他の資

産」に分類して計上され、この欄には合計が計上されてい

ます。 

有形固定資産 「事業用資産」、「インフラ資産」及び「物品」に分類して

計上され、この欄には合計が計上されています。 

このうち償却資産については、資産ごとの耐用年数に応じ

て減価償却しており、減価償却累計額として分けて計上さ

れています。 

無形固定資産 「ソフトウエア」について、取得価格から減価償却累計額

を控除した額が計上されています。 

投資その他の資産 この欄には、投資その他の資産の合計が計上されています。 

投資及び出資金 第三セクター等へ市が株式や出資金・出捐金として出資し

ている金額。 

長期延滞債権 市税、使用料等に対する収入未済額のうち、決算年度以前

に発生したもの。市の決算でいうところの滞納繰越分に対

する収入未済額にあたります。 

長期貸付金 市の貸付金のうち、翌年度に納期が到来するもの以外。 

基金 市の基金のうち、財政調整基金及び減債基金以外の基金。 

徴収不能引当金 

（固定資産） 

長期延滞債権に対する徴収不能引当金です。 

なお、徴収不能引当金は過去５年間の平均不納欠損率等に

より算定しています。 

流動資産 この欄には、流動資産の合計が計上されています。 

現金預金 基準日における現金預金の残高。 

なお、年度中の現金の動きの内容については、資金収支計

算書にまとめられています。 

未収金 市税、使用料等に対する収入未済額のうち、決算年度に発

生したもの。 

短期貸付金 市の貸付金のうち翌年度に納期が到来するもの。 

基金 財政調整基金及び減債基金。 

徴収不能引当金 

（流動資産） 

未収金に対する徴収不能引当金です。 

なお、徴収不能引当金は過去５年間の平均不納欠損率等に

より算定しています。 
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勘定科目 内容等 

【負債の部】  

固定負債 この欄には、固定負債の合計が計上されています。 

地方債 市債の現在高のうち、翌年度償還予定の市債以外。 

長期未払金 債務負担行為のうち、すでに確定した債務とみなされるも

の。なお、翌年度支払予定分は、「未払金」に計上されてい

ます。 

退職手当引当金 退職手当引当金は、年度末に退職者以外の全職員が自己都

合退職した場合の退職手当支給見込から算定しています。 

流動負債 この欄には、流動負債の合計が計上されています。 

１年内償還予定 

地方債 

市債の現在高のうち、翌年度償還予定の市債。 

未払金 基準日時点の還付未済額など。 

賞与等引当金 翌年度に支払予定の賞与等のうち、決算年度に発生した部

分。 

預り金 歳計外現金の金額。 

【純資産の部】  

固定資産等形成分 固定資産等を形成するために充当した資源の蓄積が表示さ

れます。 

具体的には、資産の部の、固定資産、流動資産の短期貸付

金及び基金の合計です。 

余剰分（不足分） 純資産のうち、固定資産等形成分を除いた残額です。 

一般的にマイナスとなり、すでに将来の財源の一部が拘束

されていることを表しています。 
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（２）行政コスト計算書 

 
勘定科目 内容等 

経常費用 「業務費用」及び「移転費用」に分類して計上され、この

欄には合計が計上されています。 

業務費用 「人件費」、「物件費等」及び「その他の業務費用」に分類

して計上され、この欄には合計が計上されています。 

人件費 「職員給与費」、「賞与等引当金繰入額」及び「退職手当引

当金繰入額」など。 

なお、引当金繰入額とは、発生主義の考え方により、貸借

対照表に引当金を計上するための費用で、現金の動きはあ

りません。 

物件費等 「物件費」、「維持補修費」及び「減価償却費」など。 

なお、「減価償却費」とは、過去に取得した償却資産を使

用するための１年分の費用で、資産ごとの耐用年数から計

算されており、現金の動きはありません。 

その他の業務費用 「支払利息」及び「徴収不能引当金繰入額」など。 

移転費用 「補助金等」、「社会保障給付」及び「他会計への繰出金」

などに分類して計上され、この欄には合計が計上されてい

ます。 

経常収益 「使用料及び手数料」などが計上されています。 

純経常行政コスト 「経常収益」から「経常費用」を差し引いた額が計上され

ています。 

臨時損失 「災害復旧事業費」及び「資産除売却損」など。 

臨時利益 「資産売却益」など。 

純行政コスト 「純経常行政コスト」に「臨時損失」と「臨時利益」の差

し引きした額が計上されています。 

なお、「純行政コスト」は純資産変動計算書に転記され、

純資産の変動要素として集計されます。 
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（３）純資産変動計算書 

 
勘定科目 内容等 

前年度末純資産残高 前年度末の純資産残高が計上されます。 

純行政コスト（△） 行政コスト計算書で算出した「純行政コスト」が転記され

ます。純資産の減要因であるのでマイナスで表示されます。 

財源 「税収等」及び「国県等補助金」に分類して計上されます。 

本年度差額 「純行政コスト」と「財源」の差し引きが計上されます。 

固定資産の変動 有形固定資産等と貸付金・基金等について、「固定資産等

形成分」と「余剰分（不足分）」との内部変動（純資産内部

での科目の振替）が表示されます。 

無償所管換等 寄附・帰属等により無償で取得した固定資産など。 

本年度純資産変動額 「本年度差額」から「無償所管換等」などを加味した、本

年度の純資産の変動額が集計されます。 

本年度末純資産残高 「前年度末純資産残高」に「本年度純資産変動額」を反映

し、本年度末の純資産残高が集計されます。 

なお、この項目は貸借対照表の純資産の部と一致します。 

 

 

（４）資金収支計算書 

 
勘定科目 内容等 

【業務活動収支】 経常的な活動に伴い、継続的に発生する資金収支です。 

支払利息支出 地方債に係る支払利息の支出です。 

【投資活動収支】 資本形成活動に伴い、臨時・特別に発生する資金収支です。 

【財務活動収支】 負債の管理に係る資金収支（市債の発行及び元金償還等）

です。 

本年度資金収支額 ３つの区分の収支を合計した、本年度の資金収支額です。 

本年度末資金残高 歳計現金の本年度末残高です。決算書の歳入歳出の差し引

きと一致します。 

本年度末現金預金残高 「本年度末資金残高」と「本年度末歳計外現金残高」の合

計で、貸借対象表の「現金預金」と一致します。 
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